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１ 調査の名称  内航船舶輸送統計調査 

 

２ 変更の内容 

変 更 案 変 更 前 変 更 理 由 

内航船舶輸送統計調査要綱 

 

 

 

 

 

１ 調査の名称 

内航船舶輸送統計調査 

 

２ 調査の目的 

  本調査は、内航船舶輸送統計

（船舶による国内の貨物の輸送

の実態を明らかにすることを目

的とする基幹統計）を作成し、

わが国の交通政策及び経済政策

を策定するための基礎資料を得

ることを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

（２）属性的範囲 

  

 【内航船舶輸送実績調査票】 

   内航海運業法（昭和27年法

律第151号）に規定する内航運

送をする事業を営む者のう

ち、総トン数20トン以上の船

内航船舶輸送統計調査要綱 

 

昭和３２年 ３月２０日承  認 

平成２１年１２月 １日最終変更 

平成２２年 ４月 １日施  行 

 

１ 調査の名称 

内航船舶輸送統計調査 

 

２ 調査目的 

   この調査は、内航に従事する

船舶につき貨物輸送の実態を明

らかにし、わが国の交通政策及び

経済政策を策定するための基礎

資料を作成することを目的とす

る。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

全国 

（２）属性的範囲 

船舶による貨物輸送のうち、

次に掲げる輸送を除き、①内航

海運業法（昭和27年法律第 15

1号）に規定する内航輸送をす

る事業を営む者のうち、総トン

数20トン以上の船舶による輸

 

 

平仄を合わせるため 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

平仄を合わせるため 

 

 

表現の適正化のため 

 

 

 

 

 

 



舶による輸送を行う者。 

   【自家用船舶輸送実績調査票】

    内航海運業法に規定する自

家用船舶による内航運送を行

う者のうち、総トン数100トン

以上の船舶による輸送を行う

者。 

 

  ただし、内航船舶輸送実績調

査票については、次に掲げる輸

送のみを行う者及び輸送を除

き、自家用船舶輸送実績調査票

については、次に掲げる輸送を

除く。 

  ア 港湾内における貨物の輸

送（指定港間（※）の輸送

は除く。） 

  イ 輸送区間の両端又はいず

れか一方が港湾でない貨物

の輸送 

※ 指定港間とは、京浜港

については、横浜港、川

崎港及び東京港、大阪港

については、大阪港及び

堺港、関門港については、

下関港、門司港、小倉港

及び洞海港に区分した港

相互間をいい、門司港、

小倉港及び洞海港につい

ては、従前の港湾区域と

する。 

 

４ 報告を求める者 

（１）数 

送を行う者（内航船舶輸送実績

調査の対象）、②内航海運業法

に規定する自家用船舶による

貨物輸送を行う者のうち、総ト

ン数 100トン以上の船舶によ

る輸送を行う者（自家用船舶輸

送実績調査の対象） 

  

 

  

 

 

 

 

ア 港湾内における貨物の輸

送（指定港間※の輸送は除

く。） 

  イ 輸送区間の両端又はいず

れか一方が港湾でない貨物

の輸送 

※  指定港間とは、京浜港

については、横浜港、川

崎港及び東京港、大阪港

については、大阪港及び

堺港、関門港については、

下関港、門司港、小倉港

及び洞海港に区分した港

相互間をいい、門司港、

小倉港及び洞海港につい

ては、従前の港湾区域と

する。 

 

４ 報告を求める者 

（１）数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平仄を合わせるため 

 



  【内航船舶輸送実績調査票】

約180者（母集団数：約530

者） 

   【自家用船舶輸送実績調査票】

約150者 

（２）選定の方法 

   【内航船舶輸送実績調査票】

（□全数 ■無作為抽出 □有

意抽出） 

内航海運業法に規定する内

航運送をする事業を営む者の

うちから、層化一段抽出により

調査対象となる事業者を選定

する。 

    

なお、抽出による層は次のと

おりとする（詳細は別添１を参

照）。 

   ア 貨物輸送量 

   イ 船舶の用途及び主たる

品名 

   【自家用船舶輸送実績調査票】

（■全数 □無作為抽出 □有

意抽出） 

（３）報告義務者 

【内航船舶輸送実績調査票】 

   内航海運業法に規定する内

航運送をする事業を営む者 

 

【自家用船舶輸送実績調査票】

内航海運業法に規定する自

家用船舶により内航運送を行

う者 

  

  ア 内航船舶輸送実績調査 

約 200事業者（母集団約 78 

0事業者） 

   イ 自家用船舶輸送実績調査

 約 150事業者 

（２）選定の方法 

   ア 内航船舶輸送実績調査 

（□全数 ■無作為抽出 □有

意抽出） 

国土交通大臣は、内航海

運業法に規定する内航運送

をする事業を営む者のうち

から、層化一段抽出により内

航運送をする事業者を選定

する。 

抽出による層は次のとおり 

とする（詳細別添１）。 

 

（ア）貨物輸送量 

（イ）船舶の用途及び主たる

品名 

イ 自家用船舶輸送実績調査 

（■全数 □無作為抽出 □有

意抽出） 

（３）報告義務者 

ア 内航船舶輸送実績調査に

ついては、内航海運業法に規

定する内航運送をする事業

を営む者 

イ 自家用船舶輸送実績調査

については、内航海運業法に

規定する自家用船舶により

自家用輸送を行う者 

なお、報告義務の履行方法

 

標本設計の見直しに伴う

変更のため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化のため 

 

 

 

表現の適正化及び標本設

計の見直しのため 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化のため 

 

 

 

 

 

 

表現の適正化のため 

 

 



 

 

５ 報告を求める事項及びその基

準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は

調査票を参照） 

 

 

 

 

 

① 船舶の属性及び用途 

② 輸送した区間及び距離 

③ 貨物形態 

④ 輸送した貨物の品名 

⑤ 輸送した貨物の重量 

⑥ 航海距離 

⑦ 燃料の種類及び消費量 

⑧ 前各号に関連する事項 

（２）基準となる期日又は期間 

【内航船舶輸送実績調査票】 

毎月末日現在 

 

【自家用船舶輸送実績調査票】

調査実施年度の前年度の１ 

年間（４～３月） 

 

 

 

６ 報告を求めるために用いる方

法 

（１）調査組織 

 国土交通省－民間事業者－

報告者  

は、後記７（２）による。 

 

５ 報告を求める事項及びその基

準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

内航船舶輸送実績調査及び 

自家用船舶輸送実績調査につ

いては、次に掲げる事項につい

て行う。 

ア 報告者の名称又は氏名及

び住所 

イ 船舶の属性及び用途 

ウ 輸送した区間及び距離 

エ 貨物形態 

オ 輸送した貨物の品名 

カ 輸送した貨物の重量 

キ 航海距離 

ク 燃料の種類及び消費量 

ケ 前各号に関連する事項 

（２）基準となる期日又は期間 

ア 内航船舶輸送実績調査に

ついては、毎月末日に月間調

査を行う。 

イ 自家用船舶輸送実績調査

については、毎年４月に前年

の４月から調査年の３月ま

での月別を内容とする年間

調査を行う。 

 

６ 報告を求めるために用いる方

 法 

（１）調査組織 

国土交通省－民間事業者－ 

報告義務者 

 

 

平仄を合わせるため 

 

 

 

 

 

 

統計の作成を目的とした

事項ではないため申請事

項から削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平仄を合わせるため 

 

 

 

表現の適正化のため 



（２）調査方法（□調査員調査 ■

郵送調査 ■オンライン調

査 ■その他（FAX）） 

  ア  オンライン調査は、国土交

通省オンライン申請システ

ムのほか、電子メールも含

む。FAXについては、報告者

に対して郵送により調査票

を配布し、FAXにより調査票

を回収（報告者が送信）する

方法により行う。なお、電子

メール及びFAXによる調査票

の送信に当たっては、セキュ

リティ対策を講ずることと

する。 

イ 調査票の配布等の業務を民

間事業者に委託する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

【内航船舶輸送実績調査票】 

    毎月 

【自家用船舶輸送実績調査票】

１年 

（２）調査の実施期間又は調査票

の提出期限 

【内航船舶輸送実績調査票】  

提出期限は、調査月翌月の７

日 

 

 

 

【自家用船舶輸送実績調査票】

提出期限は、毎年４月末日 

（２）調査方法（□調査員調査 ■

郵送調査 ■オンライン調査

□その他（ ）） 

ア  内航船舶輸送実績調査に 

ついては、内航船舶輸送実績

調査票（別添２）により行う｡ 

イ 自家用船舶輸送実績調査に

ついては、自家用船舶輸送実

績調査票（別添３）により行

う。 

 

 

 

 

 

ウ 調査票の配布、回収等の業

務を民間事業者に委託する。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

ア 内航船舶輸送実績調査 

毎月 

イ 自家用船舶輸送実績調査 

１年 

（２）調査の実施期間又は調査票 

の提出期限 

ア 内航船舶輸送実績調査 

報告義務者は、配布を受け

た調査票に所定の事項を記

入し、国土交通大臣あて調査

月の翌月７日までに提出す

る。 

イ 自家用船舶輸送実績調査

報告義務者は、配布を受け 

報告者からのFAXによる

調査票の報告実態に則す

るため、FAXの追加 

 

 

 

FAXの追加に伴い、調査方

法の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平仄を合わせるため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 集計事項 

内航船舶輸送実績調査、自家

用船舶輸送実績調査について

の集計事項は別添２のとおり

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た調査票に所定の事項を記 

入し、国土交通大臣あて４月 

末日までに提出する。 

なお、報告は国土交通省

の所管する法令に係る行政

手続等における情報通信技

術の利用に関する法律施行

規則（平成15年国土交通省令

第25号）第３条に規定する電

子情報処理組織を使用して

行うことができる。この場

合、国土交通省の使用に係る

電子計算機に備えられたフ

ァイルへの記録がされたと

きに調査票が国土交通大臣

に提出されたものとみなす。 

 

８ 集計事項 

（１）集計事項 

内航船舶輸送実績調査、自家

用船舶輸送実績調査について

の集計事項は別添４のとおり

とする。 

 

（２）集計方法 

ア 国土交通大臣は、受理し

た調査票を審査・整理する。 

イ 国土交通大臣は、整理し

た調査票又は電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によつては認識す

ることができない方式で作

られた記録をいう。）を統計

調査の製表業務に精通し、か

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上輸送及び陸上輸送の

比較の可能性の向上を目

的とした品目分類見直し

及び内航船舶の燃料消費

量の精緻な把握に資する

ため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

９ 結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

    「内航船舶輸送統計月報｣及

び「内航船舶輸送統計年報」と

してとりまとめ、インターネッ

ト（国土交通省ホームページ及

びe-Stat）及び印刷物（「内航

船舶輸送統計年報」のみ）によ

り公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）公表の期日 

「内航船舶輸送統計月報」に

ついては、調査月終了後２か月

以内、「内航船舶輸送統計年報」

については、調査年度終了後３

か月以内にそれぞれ公表する。

 

10 使用する統計基準 

本調査の結果は、内航船舶に

つデータの機密を保持でき

る組織に委託して機械集計

する。 

 

９ 結果の公表の方法と期日 

（１）公表の方法 

国土交通大臣は、集計結果

をインターネット等を利用し

て次のように公表する。 

ア 内航船舶輸送実績調査の

月次分については、調査月の

翌々月の末日までに｢内航船

舶輸送統計月報｣により、又

毎年４月から始まる１カ年

間についての年次分につい

ては、調査年の６月末日まで

に「内航船舶輸送統計年報」

により公表する。 

イ 自家用船舶輸送実績調査

については、毎年４月から始

まる１カ年間についての年

次分を調査年の６月末日ま

でに「内航船舶輸送統計年

報」により公表する。 

 

（２）公表の期日 

月 報  調査月の翌々月

の末日 

年 報  調査年の６月末

日 

 

 

10 使用する統計基準 

この調査の結果は、内航船舶

 

 

 

 

平仄を合わせるため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平仄を合わせるため 

 



よる貨物輸送の実態を明らかに

するため、船舶用途別、品目別

等輸送量並びに燃料消費量の表

章を行うことから、統計基準を

使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保

存責任者 

（１）調査票の保存期間 

   ・記入済み調査票：２年 

   ・調査票の内容を記録した電

磁的記録媒体：永年 

 

 

 

（２）保存責任者 

国土交通大臣 

 

 

12 立入検査等の対象とすること

ができる事項 

   当該事項無し 

 

 

輸送の実態を明らかにするため

船舶用途別、品目別等に表章を行

うことから、統計基準を使用しな

い。 

 

 

11 調査票情報の保存期間及び保

存責任者 

（１）調査票の保存期間は、２年

とする。 

（２）集計表の保存期間は、５年

とする。 

（３）調査票情報及び集計表を収

録した電磁的記録は、永年保

存とする。 

（４）上記(１)から(３)までの調

査票等については、国土交通

大臣が保存する。 

 

12 立入検査等の対象とすること

ができる事項 

当該事項無し 

 

 

 

表現の適正化のため 

 

 

 

平仄を合わせるため 
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